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労災保険給付事務取扱手引の一部改正について 

 

 

 労働者災害補償保険の給付事務処理については、平成 27 年 12 月 25 日付け基発

1225 第 17 号等をもって指示しているところであるが、その後の関係通達の一部改

正等を踏まえ、今般、標記事務取扱手引を別添のとおり改正したので、事務処理に

遺漏なきを期されたい。 

 



 

凡   例 

○ 本手引きの作成に当たり既に手引等が作成されている事務処理については、それらの手引等

に譲り、その概要を記述するにとどめたので、詳細については該当の手引等によること。 

 

○ 法令の表示や用語の引用については、おおむね次の略語を用いた。 

 

労災保険法＝労働者災害補償保険法 

施行令＝労働者災害補償保険法施行令 

労災則＝労働者災害保障保険法施行規則 

徴収法＝労働保険の保険料の徴収等に関する法律 

徴収則＝労働保険の保険料の徴収等に関する法律 

労審法＝労働保険審査官及び労働保険審査会法 

労審令＝労働保険審査官及び労働保険審査会法施行令 

労基法＝労働基準法 

労基則＝労働基準法施行規則 

整備法＝失業保険法及び労働者災害保障保険法の一部を改正する法律及び労働保険の保険料の徴

収等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

石綿救済法＝石綿による健康被害の救済に関する法律 

育児休業法＝育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

支給金規則＝労働者災害補償保険特別支給金支給規則 

告示様式＝労働者災害補償保険法の施行に関する事務に使用する文書の様式を定める告示 

署＝労働基準監督署 

署長＝労働基準監督署長 

局＝都道府県労働局 

局長＝都道府県労働局長 

ＲＩＣ＝(財)労災保険情報センター 

療養(補償)給付＝療養補償給付又は療養給付 

休業(補償)給付＝休業補償給付又は休業給付 

障害(補償)給付＝障害補償給付又は障害給付 

遺族(補償)給付＝遺族補償給付又は遺族給付 

障害(補償)一時金＝障害補償一時金又は障害一時金 

遺族(補償)一時金＝遺族補償一時金又は遺族一時金 

介護(補償)給付＝介護補償給付又は介護給付 

システム＝労働基準行政システム 

毎月勤労統計＝毎月勤労統計調査 



 

○主な改正点 

 

１ 押印の廃止等に伴う事務処理方法の改正 

 

２ 長期未決事案への取組方法の改正 

 

３ 適正給付管理の実施に係る記載の追加 

 

４ 定期報告書の一部省略に係る記載の追加 

 

５ 個人番号の利用による添付書類の取扱いに係る記載の追加 

 

６ 特別加入者の不正受給防止に係る記載の追加 

 

 

その他、所要の改正等を行った。 
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労災保険給付事務取扱手引 
 
 
 
Ⅰ 労災保険給付事務の基本等 

 

第１ 労災保険法の趣旨と労災保険給付事務の基本 

１ 迅速・丁寧・公正な事務処理を実現するための基本姿勢 

労災保険は、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅

速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由又は通勤に

より負傷し、又は疾病にかかった労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の援護

を図ること等を目的としている（労災保険法第１条）。 

また、業務上の事由又は通勤により負傷し、又は疾病にかかった労働者の多くは、初めて 

被災した者であることから、労災保険制度の運用に当たっては、懇切・丁寧な対応が求めら

れる。したがって、労災保険給付事務に当たっては、迅速・丁寧・公正な事務処理の実現を

使命とし、職員は、次の基本姿勢をもって日々の業務に臨むことが必要である。 

① 親切で、わかりやすく、迅速な対応 

② 公正、かつ、納得性の高い対応 

 

２ 効率的な事務処理と必要な見直し 

労災保険給付事務を迅速・丁寧・公正に行うためには、単なる心構えにとどまらない効率

的な事務を行うことが不可欠であり、請求の受付から支給決定に至る各段階の無駄を省くこ

とが必要である。 

そして、この効率的な事務を継続的に実施するためには、無駄のない作業手順を確立し、

これを徹底することが重要である。 

また、事務処理については、常日頃から改善の余地はないか、不断に検討を行い、その上

で必要な見直しを行うことが不可欠である。 

このため、労災保険法等の関係法令のほか、関係通達及び本手引を踏まえながら、把握し

た国民の声等に耳を傾けつつ、事務処理の必要な見直しを行うこと。 

 

 

第２ 労災保険給付事務取扱手引の趣旨 

本手引は、労災保険給付及び社会復帰促進等事業として行われる支給決定等を行うに際し

て、遵守すべき事務処理手順を明確化し、全国斉一的な事務処理を定めるとともに、迅速・

丁寧・公正な事務処理を実現することを目的として作成したものである。 

したがって、本手引に記載している事務処理手順を遵守し、労災保険給付等の適正な事務

処理を行うこと。 

なお、複数事業労働者や船員労働者等の労災保険給付に係る事務処理については、「複数事

業労働者における労災保険給付に係る事務処理要領」や「労災保険給付事務取扱手引（船員

分）」等によることを原則とするが、適宜、本手引も確認すること。 
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Ⅱ 労災保険給付事務の管轄等 

 

第１ 労災保険給付に係る事務分掌 

労災保険給付（二次健康診断等給付を除く。）に係る支給決定事務は、所轄の労働基準監督

署（以下「署」という。）において行い（労災則第１条）、支払事務については本省（労災保険

業務課）において行う。ただし、当地払及び外国送金（年金に係る外国送金を除く。）に係る

支払事務は、都道府県労働局（以下「局」という。）において行う。 

労災保険法に基づく二次健康診断等給付に関する事務は、所轄の局が行う。また、社会復

帰促進等事業に係る事務は、原則として局において行うが、義肢等補装具費（症状照会、意

見書回答料及び旅費含む。）及びアフターケア委託費の支払事務については本省（労災保険業

務課）において行う。 

さらに、特別支給金、労災就学等援護費及び休業補償特別援護金については、署において

支給決定事務を行い、特別支給金及び労災就学等援護費の支払事務は本省（労災保険業務課）

において、休業補償特別援護金の支払事務は局において行う。 

 

 

第２ 労災保険給付事務の管轄 

１ 事務の管轄 

(1) 労災保険給付 

労災保険法に基づく労災保険給付（二次健康診断等給付を除く。）に関する事務は、都道

府県労働局長（以下「局長」という。）の指揮監督を受けて、事業場の所在地を管轄する労

働基準監督署長（以下「署長」という。）（事業場が二以上の署の管轄区域にまたがる場合

は、その事業の主たる事務所の所在地を管轄する署長。以下「所轄署長」という。）が行う

ものとされている（労災則第１条第３項）。 

ただし、労災保険給付（二次健康診断等給付を除く。）の事務に係る管轄については、以

下に留意する必要がある。 

ア 一括有期事業 

徴収法第７条の規定により一括された有期事業については、一の事業とみなされ、災

害発生事業場（作業現場等）が他署の管内であっても、保険給付事務は、徴収則第６条

第２項第３号の事務所（労働保険料の納付の事務を行う事務所）の所轄署長が行う（労

災則第２条）。 

   イ 継続事業の一括 

徴収法第９条の規定によって継続一括の認可を受けている事業であっても、一括され

る事業の保険給付の事務は、それぞれの事業場の所轄署長が行う。 

例えば、本社（指定事業）がＡ局管内Ｂ署の管轄区域にあり、各支店（被一括事業）が

他局署管内に散在している場合は、それらの各支店の被災労働者に対する保険給付の事

務は、各支店の所轄署長が行う。 

ウ 労働保険事務組合に事務を委託している事業 

労働保険事務組合に労災保険事務を委託している事業に係る保険給付事務は、それぞ

れの委託している事業場の所轄署長が行う。 

エ 特別加入の取扱いを受ける者（一人親方等、海外派遣） 

一人親方及び一人親方が行う事業に従事する者並びに特定作業従事者については、こ

れらの者を構成員とする団体が労災保険法第３条第１項の適用事業の事業主とみなされ

るので、保険給付事務はその団体の主たる事務所の所轄署長が行う。 

海外派遣者については、特別加入の承認を受けた団体等の事務所の所轄署長が行う。 

 

(2) 二次健康診断等給付 

労災保険法に基づく二次健康診断等給付に関する事務は、事業場の所在地を管轄する局

長（事業場が二以上の局の管轄区域にまたがる場合は、その事業の主たる事業所の所轄局

長。以下「所轄局長」という。）が行う（労災則第１条第２項）。 

なお、二次健康診断等給付に関する事務に係る管轄については、次のとおり取り扱う。 

ア  一括有期事業 
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徴収法第７条の規定により一括された有期事業については、一の事業とみなされ、作業

現場等が他局管内であっても、二次健康診断等給付に関する事務は、徴収則第６条第２項

第３号の事務所（労働保険料の納付の事務を行う事務所）の所轄局長が行う。 

イ  継続事業の一括 

徴収法第９条の規定によって継続一括の認可を受けている事業であっても、一括され

る事業の二次健康診断等給付に関する事務は、それぞれの事業場の所轄局長が行う。 

例えば、本社（指定事業）がＡ局管内にあり、各支店（被一括事業）が他局管内に散

在しているような場合は、それらの各支店の被災労働者に対する二次健康診断等給付に

関する事務は、各支店の所轄局長が行う。 

ウ  労働保険事務組合に事務を委託している事業 

 労働保険事務組合に労災保険事務を委託している事業に係る二次健康診断等給付に関

する事務は、それぞれの委託している事業場の所轄局長が行う。 

 

２ 事務の管轄に疑義が生じた場合の対応 

労災保険給付事務の管轄に疑義が生じた場合には、次のとおり対応することとし、速やか

に管轄の疑義を解消すること。 

 

(1) 同一局内の疑義 

同一局における署々間において、事務の管轄に疑義が生じた場合には、疑義が生じた署

は他方の署と連携の上、直ちに都道府県労働局労災補償課長（以下「局補償課長」という。）

に報告すること。また、当該疑義が解消した場合にも直ちに局補償課長に報告すること。 

疑義が生じた報告を受けた局補償課長は、当該報告を受けてから２日以内に疑義が解消

したとの報告がない場合には、速やかに事務の管轄をめぐる判断を行い、その結果を踏ま

えて関係の署長に適切な指示を直ちに行うこと。 

当該指示を受けた署長は、当該指示に従い、労災保険給付の事務を行うこと。 

 

(2) 一の局の管轄を超える疑義 

一の局の管轄を超える署々間における事務の管轄の疑義については、(1)に準じた対応を

行うこと。 

すなわち、疑義が生じた署は、直ちに局補償課長に報告するとともに、報告を受けた局補

償課長は、他方の署を管轄する局の局補償課長と連携の上、直ちに本省（補償課）に報告す

ること。また、当該疑義が解消した場合にも直ちに本省（補償課）に報告すること。 

疑義が生じた報告を受けた本省（補償課）は、当該報告を受けてから２日以内に疑義が解

消したとの報告がない場合には、速やかに事務の管轄をめぐる判断を行い、その結果を踏

まえて関係の局補償課長に適切な指示を直ちに行う。 

当該指示を受けた局補償課長は、当該指示を所轄の署長に連絡するとともに、当該署長

は指示に従い、労災保険給付の事務を行うこと。 

 

３ 管轄の移転等 

事業場の移転又は管轄区域の変更によって管轄する署の変更を生じた場合は、次のとおり

管轄の移転に関する保険給付の事務を処理すること。 

 

(1) 事業場の移転等 

事業場の移転前に発生した業務上又は通勤による災害に係る保険給付支給請求書の支給

決定・支払の事務処理は、旧労働保険番号により移転前の事業場の所轄署長が行い、移転後

に発生した業務上の事由又は通勤による災害に係る保険給付支給請求書の支給決定・支払

の事務処理は、新労働保険番号により移転後の事業場の所轄署長が行うこと。 

 

(2) 管轄区域の変更 

署の管轄区域について変更を生じた場合には、特に次の事項に留意して事務を処理する

こと。 

① 当該管轄区域の変更によって引き継ぎをしなければならない関係書類（給付記録票、
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その他保険給付に係る事務について引き継ぎを必要とする帳簿及び書類）については、

これを整備するとともに、当該変更区域に係る保険給付の請求については、すみやかに

審査の上、支払を完了すること。 

② 債権管理事務の移管に当たっては、国の債権の管理等に関する法律に定めるところに

よって処理すること。 

③ 労働基準行政システム（以下「システム」という。）を利用して行う処理・操作等につ

いては、「労働基準行政システム等運用管理要領」及び当該要領に掲げられた各種機械処

理事務手引により、適切に行うこと（令和 3.1.14 基発 0114 第 2号）。 
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Ⅲ 労災保険給付の事務処理（共通その１：相談、受付、進行管理等） 

 

第１ 相談者への懇切・丁寧な対応 

相談者への対応に当たっては、パンフレット等を活用して懇切・丁寧な説明を行うこと。 

説明に際しては、求められた事項にとどまることなく、相談者の置かれた状況を的確に把  

握し、請求ができると思われる労災保険の各種保険給付（社会復帰促進等事業による給付を

含む。）について、漏れのない説明を行うこと。 

 相談に関して、相談者から時間や相談環境等の要望がある場合には、可能な限りこれに配

慮すること。また、相談者が複数回にわたり相談に訪れた際には、同一の担当者が相談に当

たる又は相談の経過等を担当者が容易に把握できる仕組みを採用する等の措置を講じるこ

とにより、相談者に詳細な説明を繰り返し求めることのないよう配慮すること。 

なお、請求に関する相談があった場合、いたずらに業務上となる可能性の低いことを説明

する等により、労災保険給付に係る請求の受付を拒むようなことや、取下げの意思のない者

に取下げを指導することは厳に慎むこと（平成 23.3.25 基労発 0325 第 2号）。 

 

 

第２ 保険給付支給請求書の受付 

１ 保険給付支給請求書の受付 

(1) 受付日付印の押印 

保険給付支給請求書が提出されたときは、請求書の指定された箇所又は余白欄に所定の

受付日付印を押印すること。 

請求書の記載内容等に不備な点がある場合であっても、受付日付は、保険給付請求権の

時効等に関して重要な意味を有するものであるから、そのまま返戻することなく、必ず受

付日付印を押印し、請求書又は登録帳票をＯＣＲ入力した上で、不備返戻手続を取ること。 

ただし、療養の給付請求書については、給付保留入力した上で、不備返戻手続を取るこ

と。 

なお、不備返戻した請求書が再提出されたときは、再提出された日の受付日付印を請求

書の余白に押印すること。 

 

(2) 不備返戻 

請求書の内容審査の結果、記名等が洩れているもの、通勤災害に係る請求が業務災害に

係る請求書様式で行われたもの、その他請求内容に著しい誤りがあるもの等、補正し難い

ものについては、不備返戻様式（186、187 頁参照）を用いて決裁を受けた後、不備返戻を

行うこと。 

ただし、事業主が証明を拒む等の事情のあるもの及び電話照会等によって補正できるも

の（例えば、郵便番号、電話番号等の軽微な補正。）は、返戻することなく処理し、不備返

戻をできるだけ差し控えること。 

なお、電話照会等により補正した場合には、その処理経過を請求書の余白等に記載して

おくこと。 

 

(3) 保険給付請求書処理簿への記載 

不備返戻を要するもの及びＯＣＲ入力の際に項目の補正が必要なためキャンセルされ

たものについては、保険給付請求書処理簿（188 頁参照）に当該請求書に係る事項を記載

してその後の処理経過を明確にするとともに、請求書の散逸防止を図ること。 

なお、補正を必要とするものであっても、電話照会等により当日中に補正して入力でき

るものについては、保険給付請求書処理簿への記載を省略して差し支えないこと。 

保険給付請求書処理簿は、保険給付の種類ごとに分類し、整理すること。保険給付請求

書処理簿へ記載する請求書は、年度ごとの整理番号を付け、当該整理番号、受付年月日、

労働保険番号及び請求人氏名等を保険給付請求書処理簿に記入すること。  

 

２ 請求書等の管理 

(1) 入力前の請求書等の保管及び請求書等の速やかな入力 
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システム化されている業務については、入力前の請求書（申請書）に関して、次の①及び

②を必ず行うとともに、署の規模や請求等の件数に応じて③の手法を採用することにより、

速やかな入力を確実に実施する仕組みを確立すること。 

① 入力前の請求書等の保管場所の特定 

② 入力状況の始業・終業時の確認 

③ 入力担当者の指定 

 

(2) 保険給付請求書処理簿への記載の省略等 

システム入力は、請求書等の適正な管理及び個人情報漏えい防止の観点から、速やかに

行うこととし、上記（1）により入力漏れの防止の徹底を図ることにより、保険給付請求書

処理簿への記載は省略して差し支えないが、不備返戻を要するもの等については、従前の

とおりであるので留意すること。 

 

(3) 入力後の請求書等の保管等 

入力後の請求書等については、業務終了後、局署の職員が個人的に管理している机等に

保管せず、所定の保管場所に保管するとともに、他の文書と混同することを防止する措置

を講じること。また、返戻等のため庁舎外へ送付する際には複数人で確認を行うとともに、

送付の事実を記録するなど、その処理・加工・移動について誤送付や紛失を避ける取組を

行うこと。 

なお、請求書等の誤送付や紛失を防止するため、各種作業手順の明示及び確実な実施、

必要に応じた作業手順の見直し及び明示、見直し後の作業手順の確実な実施等を行うこと

（平成 28.3.28 地発 0328 第 5 号）。 

 

(4) 受付後直ちに入力できない請求書等の取扱い 

システム化されていない、又は基礎となる保険給付の決定等までシステム入力ができな

い次の業務に係る請求書等を受け付けた場合には、受付年月日等、事務処理の流れを把握

できる受付簿を作成し、支給決定又はシステム入力までの間の経過を記載すること。 

① 介護（補償）給付（年金給付の支給決定までシステム入力できない） 

② 労災就学等援護費（年金給付の受付までシステム入力できない） 

③ 休業補償特別援護金（システム化されていない） 

 

３ 社会的な影響の大きい事案に対する組織的な対応 

労基則別表第１の２に例示列挙されている疾病以外の事案であって請求が稀であるもの、

社会的な注目を浴びた事件に関するもの等、請求内容からみて社会的な影響の大きい事案に

ついては、請求の段階から局に報告し、局は本省（補償課）に報告の上、処理方法等を含め

組織間で連携して事務処理を行うこと。 

なお、上記に当たらない事案であっても、地域において注目を集める可能性のある事案に

ついては、上記に準じて署は局に報告すること。 

 

 

第３ 保険給付の迅速処理 

１ 標準処理期間等 

労災保険法に基づく各種保険給付の請求に対する決定は、行政手続法に規定する「申請に

対する処分」であることから、同法第６条に基づく標準処理期間の設定等の規定が適用され、

労災保険給付に係る標準処理期間は、次表のとおりとする。 

ただし、事案の中には、他の一般的な事案に比べて業務上外等の判断が困難な事案や詳細

な実地調査が必要な事案があり、その処理に要する期間が標準処理期間を超える場合も考え

られる。このような事案にあっては、標準処理期間を超えたからといって直ちに不作為の違

法と判断されるものではないが、これらの事案についても可能な限り早期の処理を行うこと。

また、これらの事案については、請求人が不安感や行政に対する不信感を抱かないよう、処

理状況の連絡等をより丁寧に行うこと。 

さらに、調査等の事跡は詳細に記録し、処理経過の中でなぜ時間を要したのかを請求人に
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